契約保証金免除申請書

令和　　年　　月　　　日

大山町長　　　　　　　様

申請者　住　　所　　　　
商号又は名称　　

代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　　印
の契約について、大山町財務規則（平成17年大山町規則第45号）第130条の規定に基づき契約保証金の免除を受けたいので、下記の関係書類を添えて申請します。

記

（理由）

１．保険会社との間に大山町を被保険者とする履行保証保険契約を締結している。

２．保険会社、銀行、農林中央金庫その他財務大臣が指定する金融機関と履行保証契
約を締結している。
３．過去２箇年の間に国（公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同
じくする契約を次のように数回以上にわたって締結し、かつ、誠実に履行したため。
	契約の相手方
	契　約　名
	契約金額（円）
	契約年月日
	履行年月日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注１ 契約保証金の免除を申請する理由については、該当する番号を丸で囲んでください。
２ 保険会社との間に履行保証保険契約を締結している場合は、当該履行保証保険契約に係る保
険証券を添付すること。

３ 保険会社、銀行、農林中央金庫その他財務大臣が指定する金融機関と履行保証契約を締結

している場合は、当該履行保証委託契約に基づく保険会社の履行保証証券を添付すること。

４ 国又は他の地方公共団体との契約に係る実績については、その実績に係る契約書又は完了通知書の写しを添付すること。
大山町財務規則（抜粋）

(契約保証金の納付)

第129条　契約担当者は、契約を締結する者に契約保証金を納めさせなければならない。

２　契約保証金の額は、契約金額の100分の10以上の額とする。

３　物件の買入れにおいて数量が不定のため、単価により契約を締結する場合の契約保証金の額は、前項の規定にかかわらず、契約担当者が定めた額とする。

(契約保証金の免除)

第130条　契約担当者は、次に掲げる場合においては、契約保証金の全部又は一部を免除することができる。

(1) 契約の相手方が保険会社との間に大山町を被保険者とする履行保証契約を締
結したとき。

(2) 契約の相手方から委託を受けた保険会社、銀行、農林中央金庫その他予算決算
及び会計令（昭和22年勅令第165号）第100条の３第２項の規定に基づき財務
大臣が指定する金融機関と工事履行保証契約を締結したとき。

(3) 政令第167条の５第１項及び第167条の11第１項に規定する資格を有するも
のと契約を締結する場合において、その者が過去２箇年の間に国（公団を含む。）
又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって
締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行しないこととなるおそ
れがないと認められるとき。
(4) 法令に基づき延納が認められる場合において誠実な担保が提供されるとき。

(5) 物品を売払う契約を締結する場合において売払代金が即納されるとき。

(6) 契約金額が200万円以下であり、かつ、契約の相手方が契約を履行しないこと
となるおそれがないとき。
　(7) その他契約の性質上契約保証金を納付させる必要がないと町長が認めたとき。

(契約保証金に代わる担保)

第131条　政令第167条の16第2項において準用する政令第167条の7第2項の規
定に基づき契約保証金の納付に代えて提供させることができる担保は、次に掲げる
ものとする。

(1) 第173条に規定する有価証券

(2) 銀行又は契約担当者が確実と認める金融機関(出資の受入れ、預り金及び金利
等の取締りに関する法律(昭和29年法律第195号)第3条に規定する金融機関を
いう。)の保証

(3) 保証事業会社(公共工事の前払金保証事業に関する法律(昭和27年法律第184
号)第2条第4項に規定する保証事業会社をいう。)の保証

２　前項第2号及び第3号に規定する保証を契約保証金に代わる担保とする場合にお
ける当該担保の価値は、その保証する金額とする。

(契約保証金の還付)

第132条　契約保証金は、契約履行後に返還するものとする。

２　契約の変更により契約金に減少があったときは、その減少額に相当する契約保証
金を還付することができる。
大山町財務規則の運用

(契約保証金の納付)

第129条第２項関係

長期継続契約を締結する場合に徴収する契約保証金の額は、契約書に契約月額の記載があるときは契約月額に12を乗じて得た金額の100分の10以上の額とし、契約書に契約月額の記載がないときは契約総額を契約月数で除した額に12を乗じて得た金額の100分の10以上の額とする。

(契約保証金の免除)
第130条第３号関係

「種類」を「ほぼ同じくする」とは、次の５種類の区分により簡略して判断するものとする。
ａ 建設工事（工種・業種を問わない。）

ｂ 建築工事（構造・業種を問わない。）

ｃ 建設工事に係るコンサルタント等の委託業務（測量、調査、設計等）

ｄ 委託業務（上記ｃ以外のもの）

ｅ 物品購入
「規模」とは、契約金額を指し、「ほぼ同じくする」とは、契約金額の７割に相当する金額以上のものとする。また、数回以上とは、２回以上をいう。

ただし、長期継続契約（大山町長期継続契約を締結することができる契約を定める条例の規定に基づく長期継続契約）による場合の「規模」の基準となる契約金額は、契約書に契約月額の記載があるときは契約月額に12を乗じて得た金額を指し、契約書に契約月額の記載がないときは契約総額を契約月数で除した額に12を乗じて得た金額を指すものとする。

「過去２箇年の間」とは、契約締結時点（入札保証金は入札時点）を起点として過去２箇年とし、終点は原則として竣工（完了) 年月日とします。

実績を確認する方法は、町等との契約の場合はコリンズ登録、又はテクリス登録（契約書添付不要）を利用します。また、同登録で確認できない契約の場合は契約書、又は「しゅん工(完了)検査結果通知書」と同等の書類等の写しとします。
　契約を確実に履行するものとは､過去の履行実績や現在の会社の経営状況等を総合的に判断して、契約した案件を誠実に履行できると見込まれることをいう。
